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２ 一般会計 

（１）歳入（別表４，７，８参照） 

イ．概要 

平成２６年度一般会計の歳入決算額１８６億４，４２０万４千円は、前年度より４４億６，４６

４万７千円（１９．３％）減少しており、予算現額１９７億４，６３１万円に対する収入率は９４．

４％である。 

また、調定額１９１億７７２万２千円に対する収納率は９７．６％である。 

収入未済額は４億４，７４４万２千円で、前年度に比べて３５６万５千円（０．８％）の増であ

る。一般会計歳入決算額を自主財源と依存財源に区分し、前年度と比較すると次表のとおりである。 

自主財源及び依存財源別決算状況 

区     分 平成 26 年度 構成比 平成 25 年度 構成比 
構成比 
増減 

自 

 

主 

 

財 

 

源 

 千円 ％ 千円 ％ ポイント 

市 税 6,716,995 36.0  6,742,464 29.2  6.8 

分担金及び負担金 307,742 1.7  339,574 1.5  0.2 

使用料及び手数料 346,560 1.9  437,600 1.9  0.0 

財 産 収 入 25,842 0.1  84,670 0.4  △ 0.3 

寄 附 金 35,955 0.2  60,339 0.3  △ 0.1 

繰 入 金 268,093 1.4  401,989 1.7  △ 0.3 

繰 越 金 245,013 1.3  194,107 0.8  0.5 

諸 収 入 441,838 2.4  521,695 2.3  0.1 

小 計 8,388,038 45.0  8,782,438 38.1  6.9 

依 

 

存 

 

財 

 

源 

地方譲与税 164,750 0.9  171,558 0.7  0.2 

利子割交付金 15,468 0.1  16,210 0.1  0.0 

配当割交付金 57,091 0.3  31,389 0.1  0.2 

株式等譲渡所得割交付金 31,055 0.2  50,033 0.2  0.0 

地方消費税交付金 547,932 2.9  456,482 2.0  0.9 

ゴルフ場利用税交付金 75,509 0.4  79,696 0.3  0.1 

自動車取得税交付金 28,953 0.1  66,572 0.3  △ 0.2 

国有提供施設等所在市助成交付金 30,527 0.2  31,354 0.1  0.1 

地方特例交付金 16,143 0.1  15,099 0.1   0.0 

地方交付税 3,912,326 21.0  4,058,484 17.6  3.4 

交通安全対策特別交付金 5,887 0.0  6,649 0.0  0.0 

国庫支出金 1,947,725 10.4  3,126,080 13.5  △ 3.1 

県 支 出 金 1,413,031 7.6  1,269,659 5.5  2.1 

諸 収 入 145,169 0.8  209,447 0.9  △ 0.1 

市 債 1,864,600 10.0  4,737,700 20.5  △ 10.5 

小 計 10,256,166 55.0  14,326,412 61.9  △ 6.9  

合 計 18,644,204 100.0  23,108,850 100.0 -  
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自主財源は８３億８，８０３万８千円（４５．０％）で、前年度に比較すると３億９，４４０万

円（４．５％）減少している。 

依存財源は１０２億５，６１６万６千円（５５．０％）で、前年度に比較すると４０億７，０２

４万６千円（２８．４％）減少している。また、自主財源の歳入決算額に占める割合は、前年度に

比較して６．９ポイント増加している。 

歳入科目は２２款に区分されており、その内容は次のとおりである。 

ロ．市税 

市        税 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

6,577,700,000 7,105,154,075 6,716,995,000 14,837,559 373,321,516 102.1 94.5 

収入済額６７億１，６９９万５千円は歳入決算額の３６．０％で、前年度の２９．２％に比較し

て６．８ポイント増加している。 

また、前年度の市税収入済額６７億４，２４６万４千円と比較すると、当年度は２，５４６万９

千円（０．４％）減少している。これは主に、固定資産税が３，７６６万３千円（１．１％）減少

したことによるものである。 

市  税  収  入  状  況 

科  目 
平成２６年度 

収入済額 

平成２５年度 

収入済額 

対前年度 

増減額 比率 

 円 円 円 ％ 

市 民 税 2,670,003,196 2,653,612,806 16,390,390 100.6 

固定資産税 3,407,889,651 3,445,552,663 △ 37,663,012 98.9 

軽自動車税 120,818,400 118,529,044 2,289,356 101.9 

市たばこ税 287,178,177 295,638,117 △ 8,459,940 97.1 

都市計画税 231,105,576 229,131,579 1,973,997 100.9 

合  計 6,716,995,000 6,742,464,209 △ 25,469,209 99.6 
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また、市税不納欠損額及び収入未済額の状況は次表のとおりである。 

市税不納欠損額及び収入未済額 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
金額 件数 

 円 円 円 件 円 ％ 

26 7,105,154,075 6,716,995,000 14,837,559  650 373,321,516 94.5 

 円 円 円 件 円 ％ 

25 7,171,957,405 6,742,464,209 57,839,319 1,013 371,653,877 94.0 

不納欠損額は１，４８３万８千円で、前年度に比較して４，３００万２千円（７４．３％）減少

している。 

不納欠損処分を実施した件数は６５０件（前年度１，０１３件）である。不納欠損処分理由は、

地方税法第１５条の７第４項の規定によるもの（滞納処分の執行の停止が３年間継続したことによ

る消滅）が８件（７人）、１４万４千円（１．０％）、同法第１５条の７第５項の規定によるもの（即

時消滅）が４８件（２２人）、１６９万円（１１．４％）、同法第１８条第１項の規定によるもの（徴

収権を５年間行使しないことによる時効による消滅）が５９４件（３４６人）、１，３００万３千

円（８７．６％）である。これらの対象者は、滞納処分をすることができる財産がない者、滞納処

分をすることによって生活を著しく窮迫させるおそれがある者、所在及び財産がともに不明な者な

どである。なお、市税及び保険税並びに保険料の「執行停止額」「不納欠損額」「調定繰越額」の

過去数年間推移に拠れば、減少している税目等も見受けられるが、依然として高い数値を示してい

る税目等が多い状況である。 

収入未済額は３億７，３３２万２千円で、前年度に比較すると１６６万８千円の増加となってお

り、収入未済額の調定額に対する比率は５．３％で、前年度より０．１ポイント増加している。そ

の内訳は、固定資産税２億２，１５４万９千円（５９．３％）、市民税１億２，７９９万円（３４．

３％）、都市計画税１，４４２万１千円（３．９％）、軽自動車税９３６万２千円（２．５％）であ

る。 

一斉徴収、国保短期保険証更新時の納税相談、夜間電話催告など、さまざまな徴収への取組みを

されているところである。また、県の整理回収チームの派遣によって、延滞債権回収のノウハウや、

法令解釈等の知識の向上が図られているようであるが、それらを十分活用したうえで、的確かつ迅

速な債権回収を図り、今後も引き続き適正な不納欠損処分と市税未収金の回収に努められたい。 

 ハ．地方譲与税 

地 方 譲 与 税 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

165,000,000 164,750,002 164,750,002 0 △ 249,998 99.8 100.0 
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収入済額１億６，４７５万円は歳入決算額の０．９％で、前年度に比較すると６８０万８千円（４．

０％）の減少である。これは主に、地方揮発油譲与税が３０８万３千円（５．９％）減少し、また、

市町村の道路財源として自動車重量税の収入額の３分の１に相当する額が譲与される自動車重量

譲与税が３７２万５千円（３．１％）減少したためである。 

 ニ．利子割交付金 

利 子 割 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

15,000,000 15,468,000 15,468,000 0 468,000 103.1 100.0 

 収入済額１，５４６万８千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると７４万２千円（４．

６％）の減少である。 

 この収入は、県に納入された利子割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

 ホ．配当割交付金 

配 当 割 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

34,000,000 57,091,000 57,091,000 0 23,091,000 167.9 100.0 

 収入済額５，７０９万１千円は歳入決算額の０．３％で、前年度に比較すると２，５７０万２千

円（８１．９％）の増加である。 

この収入は、県に納入された配当割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

ヘ．株式等譲渡所得割交付金 

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

16,000,000 31,055,000 31,055,000 0 15,055,000 194.1 100.0 

収入済額は３，１０５万５千円で、前年度に比較すると１，８９７万８千円（３７．９％）の減

少である。 

この収入は、県に納入された株式等譲渡所得割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に

相当する額を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 
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ト．地方消費税交付金 

地 方 消 費 税 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

576,000,000 547,932,000 547,932,000 0 △ 28,068,000 95.1 100.0 

収入済額５億４，７９３万２千円は歳入決算額の２．９％で、前年度に比較すると９，１４５万

円（２０．０％）の増加である。 

この収入は、県に納付された地方消費税額の２分の１に相当する額を、県内の市町の人口と従業

者数で按分して交付されたものである。 

 チ．ゴルフ場利用税交付金 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

75,000,000 75,509,425 75,509,425 0 509,425 100.7 100.0 

 収入済額７，５５０万９千円は歳入決算額の０．４％で、前年度に比較すると４１８万７千円（５．

３％）の減少である。 

 この収入は、市内のゴルフ場を利用することにより、ゴルフ場利用税（県税）として納められた

額の１０分の７に相当する額が、県から交付されたものである。 

 リ．自動車取得税交付金 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

28,000,000 28,953,000 28,953,000 0 953,000 103.4 100.0 

 収入済額２，８９５万３千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると３，７６１万９千

円（５６．５％）の減少である。 

 この収入は、県に納付された自動車取得税額に１００分の９５を乗じて得た額の１０分の７に相

当する額を、県内の市町に対し、市町が管理する市町道の延長及び面積で按分して交付されたもの

である。 
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ヌ．国有提供施設等所在市町村助成交付金 

国有提供施設等所在市町村助成交付金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

30,527,000 30,527,000 30,527,000 0 0 100.0 100.0 

 収入済額３，０５２万７千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると８２万７千円（２．

６％）減少している。 

 この収入は、国有提供施設等所在市町村助成交付金に関する法律に基づき、国が市町村に財政調

整とその補償の目的をもって交付するもので、市町村助成交付金の総額の１０分の７に相当する額

については、対象資産の価格で按分され、１０分の３に相当する額については、市町村の財政状況

等を考慮して、配分される。 

 ル．地方特例交付金 

地 方 特 例 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

16,143,000 16,143,000 16,143,000 0 0 100.0 100.0 

 収入済額１，６１４万３千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると１０４万４千円（６．

９％）の増加である。 

 この収入は、住宅借入金等特別税額控除による個人市民税の減収額を補てんする措置として交付

されたものである。 

 ヲ．地方交付税 

地 方 交 付 税 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

3,914,506,000 3,912,326,000 3,912,326,000 0 △ 2,180,000 99.9 100.0 

 収入済額３９億１，２３２万６千円は歳入決算額の２１．０％で、前年度に比較すると１億４，

６１５万８千円（３．６％）の減少である。 

 この収入は、所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税の収入見込額の一定割合の額で、地方

公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基準により国から交付さ

れたものである。 

 当年度は、普通交付税３３億７，２５０万６千円及び特別交付税５億３，９８１万８千円が交付

された。普通交付税は、前年度に比べ１億２，７７１万７千円（３．６％）の減少であり、特別交

付税は、前年度に比べ１，８４３万５千円（３．３％）の減少である。 
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 ワ．交通安全対策特別交付金 

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

7,000,000 5,887,000 5,887,000 0 △ 1,113,000 84.1 100.0 

 収入済額５８８万７千円は、前年度に比較すると７６万２千円（１１．５％）の減少である。 

 この収入は、道路交通法に定める反則金を原資として、特定の道路交通安全施設の設置及び管理

に要する費用に充てるため、国から交付されたものである。 

カ．分担金及び負担金 

分 担 金 及 び 負 担 金 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 円 ％ ％ 

302,472,000 316,434,486 307,741,806 641,300 8,051,380 5,269,806 101.7 97.3 

 収入済額３億７７４万２千円は歳入決算額の１．７％で、前年度に比較すると３，１８３万２千

円（９．４％）の減少である。これは、主に農林水産業費分担金の農業費分担金が減少となったた

めである。 

 収入済額のうち主なものは、児童福祉費負担金２億４，５６１万６千円、農林水産業費負担金の

農業費負担金３，９９４万１千円である。 

 収入未済額は８０５万１千円で、前年度に比較すると４６万３千円（６．１％）の増加となって

いる。その内訳は、児童福祉費負担金で５３１万３千円（６６．０％）、農業費負担金で２７３万

８千円（３４．０％）である。 

 収入未済額のうち、児童福祉費負担金の内容は公立・私立保育所保護者負担金、放課後児童保育

負担金、農業費負担金の内容は国営加古川西部土地改良事業負担金である。 

 また、不納欠損額６４万１千円は、公立・私立保育所保護者負担金である。 

公立・私立保育所保護者負担金のなかには、回収困難と見られるものが含まれているが、回収に

遺漏なきよう努められたい。また、国営加古川西部土地改良事業負担金の滞納分については、土地

改良区と共同で回収業務に当たっているが、早期の回収が図られるよう努められたい。 

ヨ．使用料及び手数料 

使 用 料 及 び 手 数 料 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 円 ％ ％ 

350,915,000 394,715,941 346,560,141 597,450 47,558,350 △ 4,354,859 98.8 87.8 

 収入済額３億４，６５６万円は歳入決算額の１．９％で、前年度に比較すると９，１０４万円（２



 - 13 - 

０．８％）の減少である。 

 使用料は２億８０３万４千円で、前年度に比較し８５７万７千円（４．０％）の減少となってお

り、手数料は１億３，８５２万６千円で、前年度に比較し８，２４６万３千円（３７．３％）の減

少となっている。 

 使用料の収入済額のうち主なものは、住宅使用料８，３１９万円、道路橋梁使用料３，３８０万

５千円、清掃使用料３，２３２万９千円、幼稚園使用料１，９９８万５千円、保健衛生使用料１，

３１７万９千円で、手数料の収入済額のうち主なものは、清掃手数料１億１，１４４万９千円、戸

籍住民基本台帳手数料２，０２４万円、徴税手数料３７３万７千円、保健衛生手数料２０９万７千

円である。 

 収入未済額は４，７５５万８千円で、前年度に比較すると１５５万２千円（３．４％）の増加と

なっている。その主な内訳は、住宅使用料４，４３３万円（９３．２％）、清掃手数料３０５万６

千円（６．４％）である。前年度に比べて、住宅使用料が増加したのに対し、清掃手数料は減少し

ている。 

 また、不納欠損額５９万７千円は、清掃手数料である。 

住宅使用料について、現在、納付指導、督促、催告とともに長期、高額滞納者に対しては、明渡

請求の実施基準を定めた要綱に基づき対処している。債権の回収可能性を厳格に調査検討し、回収

不能と判断せざるを得ないものについては、適宜処理するとともに、今後も未収金の回収に努めら

れたい。  

 タ．国庫支出金 

国 庫 支 出 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

2,120,297,000 1,947,724,656 1,947,724,656 0 △ 172,572,344 91.9 100.0 

 収入済額１９億４，７７２万５千円は歳入決算額の１０．４％で、前年度に比較すると１１億７，

８３５万６千円（３７．７％）の減少である。 

 これは主に、中学校費補助金、小学校費補助金が減少したためである。 

 収入済額の主なものは、児童福祉費負担金６億４，２４３万９千円、社会福祉費負担金３億５，

６９３万９千円、小学校費補助金１億３，４８８万円である。 

 レ．県支出金 

県  支  出  金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

1,495,480,000 1,413,030,882 1,413,030,882 0 △ 82,449,118 94.5 100.0 
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 収入済額１４億１，３０３万１千円は歳入決算額の７．６％で、前年度に比較すると１億４，３

３７万２千円（１１．３％）の増加である。 

 これは主に、老人福祉費補助金、児童福祉費補助金が増加したためである。 

 収入済額の主なものは、社会福祉費負担金３億９，３１７万６千円、農業費補助金２億３，１６

２万６千円、児童福祉費補助金１億７，８４９万９千円である。 

 ソ．財産収入 

財  産  収  入 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

18,602,000 25,842,230 25,842,230 0 7,240,230 138.9 100.0 

 収入済額２，５８４万２千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると５，８８２万８千

円（６９．５％）の減少である。 

 これは主に、土地売払収入が減少したためである。 

 収入済額のうち主なものは、土地売払収入１，８１４万３千円である。 

 ツ．寄附金 

寄    附    金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

35,570,000 35,955,087 35,955,087 0 385,087 101.1 100.0 

 収入済額３，５９５万５千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると２，４３８万３千

円（４０．４％）の減少である。 

 これは主に、総務管理費寄附金、消防費寄附金が減少したためである。 

 収入済額のうち主なものは、ふるさと応援基金寄附金３，２３８万８千円、消防費寄附金２５５

万２千円である。 

 ふるさと納税による寄付件数は増加しているが、今後とも、謝礼としての特産品を含めた加西市

のＰＲを図り、寄付金の増加に努められたい。 

 ネ．繰入金 

繰    入    金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

731,767,000 268,092,601 268,092,601 0 △ 463,674,399 36.6 100.0 

 収入済額２億６，８０９万３千円は歳入決算額の１．４％で、前年度に比較すると１億３，３８

９万６千円（３３．３％）の減少である。 
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 これは主に、平成２５年度の土地開発公社の解散に伴う土地開発基金繰入金がなくなったためで

ある。 

 収入済額のうち主なものは、財政調整基金繰入金１億８，０００万円、ふるさと応援基金繰入金

５，５４０万円である。 

 ナ．繰越金 

繰    越    金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

245,013,000 245,012,935 245,012,935 0 △ 65 100.0 100.0 

 収入済額２億４，５０１万３千円は歳入決算額の１．３％で、前年度に比較すると５，０９０万

６千円（２６．２％）の増加である。 

 これは、平成２５年度一般会計決算の歳入歳出差引額を平成２６年度会計予算に繰り越したもの

である。 

 ラ．諸収入 

諸   収   入 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

577,218,000 605,517,638 587,006,868 0 18,510,770 101.7 96.9 

収入済額５億８，７００万７千円は歳入決算額の３．１％で、前年度に比較すると１億４，４１

３万５千円（１９．７％）の減少である。 

 これは主に、勤労者住宅・中小企業事業資金融資の減少に伴い、預託金回収金が減少したためで

ある。 

 収入済額のうち主なものは、貸付金元利収入２億９，９２９万６千円、雑入２億７，３４６万６

千円である。 

 収入未済額１，８５１万１千円は、主に住宅改修資金等貸付元利収入で、毎年少しずつ減少して

きている。住宅改修資金等貸付金の収納状況について、生活困窮者等で回収が極めて困難なものも

含まれており、相手先の状況等を十分に吟味したうえで、回収不能分は、国・県の補助制度等も活

用し、早期・適切な処理に努められたい。 
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ム．市債 

市      債 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

2,414,100,000 1,864,600,000 1,864,600,000 0 △ 549,500,000 77.2 100.0 

収入済額１８億６，４６０万円は歳入決算額の１０．０％で、前年度に比較すると２８億７，３

１０万円（６０．６％）の減少である。 

 これは主に、平成２５年度の土地開発公社の解散に伴う第三セクター等改革推進債、中学校債、

小学校債が減少したためである。 

 収入済額のうち主なものは、臨時財政対策債９億３，３３０万円、小学校債３億３，５５０万円、

中学校債１億８，８４０万円である。 


